






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































，看黙135 36 37 38 39 ・・臓1峯
日　山台台
本長繊維
??????
??????
??????
?．?????
?????ー
46．26
34．50
105．78
186，97
ユ3．47
26，40
17．35
21．05
12．46
20．06
6．90
18，20
71，60
46．68
108．77
198．40
23．72
37．24
24．32
27．95
18．38
26．90
9．71
23．99
90．24
62．88
115．08
225．53
26．63
39．49
2g．d1
36．04
21．50
29．86
13．72
29．06
IO5．00
77．74
156．72
248．58
31．21
51．74
46．47
46．59
27．38
38．06
21．74
41．54
130．59
108．60
01．03
323．32
41．ユ0
64．27
49．61
58．22
3S．02
46．15
28．98
48．67
181．92
160．38
263．60
384．46
51．30
75．l1
61．52
78．40
40．12
52．45
41．40
58．77
13．96
165．64
353．44
452．56
63
0
6
56?8
87．70
91．64
40．68
46．40
46．09
69．31
260．34
200．14
10．05
528．30
78．92
9S．84
LO7．87
105．51
52．90
56．40
71．93
71．29
※）『繊維統計年報』昭和43年，330～331ページより作成
（29）　『日本紡績月報』第273号，18ページ。
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　綿，スフ，合繊短繊維織物の輸出合計の推移をみると，昭和38年から43年．
にかけては数量的には大した変化はないが，価心的には2割程度増加し，高’
級品化の傾向を感じさせる。そして綿織物の輸出量が10億平方米から6億7
千万平方米に，スフ織物の輸出量が3億8千万平方米から2億3千万平方米
にと大巾な減少を示していることは，合繊織物の署しい輸出増加（1億！千・
万平方米から5億2千万平方米への）をいっそうきわだたせる。その結果，
これらの三つの織物輸出量合計に占めるそれぞれのシェアは次のように変化
した。昭和39年には綿織物が67％，スフ織物が24％，合繊短繊維織物が9％
であったが，昭和43年には綿織物が47％，スフ織物が16％，合繊織物が37％
となった。
　これを地域的にみれば，アジア州が大きなウェイトをしめ，昭和43年冬は
綿織物輸出の37％，スフ織物の47％，合繊織物の68％をしめていた。そして
アジア州においては，昭和38年には綿織物が66％，スフ織物が22％，合繊織，
物が12％の割合であったのが，昭和43年には綿織物が35％，スフ織物が15％，
　　　　　　　　　　　　　　　（30）
合繊織物が50％を占めるようになり，綿織物の輸出減少，合繊織物の輸出増
加のテンポがとくに早いことが注目される。この傾向はすでにのべたアジア
諸国繊維産業の発展の影響と考えられる。
この複合雛化の状灘蝶レベノレ｡）るならば以下のようになる・昧
紡績協会会員会社109祉の紡績糸生産では，昭和44年6月には26．8％が合繊
紡績糸であり，そのうち72．5％が混紡糸であった。それを規模グループ別に．
みると，同じ時点での合繊紡績糸生産の比率は紡績9社で33．9％，新紡グル
ープで21．4％，新々紡グループで20．9％と規模の大きいほど比率が高くなつ，
ている。
　これを有価証券報告書総覧によってさらにくわしく考察してみると，雄志
紡では，昭和38年10月期には業種別販売金額のうち34．1％が綿部門で，化合一
（30）同前，35ページの第6表の（2）より計算。
（31）同前，42・A“・・一ジ第工5表参照。
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繊部門は19．9％であったが，43年4月期には綿部門は18．2％に大きく後退
し，、かわって化合繊部門は30．9％（うちナイロン19．3％，エステル5，7％，
スフ5．9．％）へと増大している。また富士紡では生産：金額による百分比でみ
ると同期間に，綿部門が34．5％から23．4％へとなり，それに対して化合繊部1
門は23．0％から44．9％へと大巾に生産比率を拡大している。そして東洋紡に．
おいては，同期間に綿，染色部門が53．1％から30，4％へと低下し，これにか
わって化合繊部門が28．7％から58．9％へと高まっている一東洋紡の場合は、
この期心中に，昭和38郁10月期における綿部門の生産比率が84％，　ナイロン
部門がわずかに2％にしかならず，綿の生産高は当時業界第ユ位を競ってい
た呉羽紡を合併していることを考慮に入れなければならない。そしてまた，
これらの紡織独占企業においては単に綿紡織工場，染色加工工場を保有し・
ているにとどまらず，　レーヨン糸製造設備・スフ製造設備工蜴はもちろんの
こと，ナイロン・ポリエステル等の製造設備を有しており，　きらにはアクリ
ルなどの成長業種には化学企業と提携して進出するというふうに，従来の綿
。スフ紡織を主体とした企業から合成繊維に強力な足場をもつ「複合繊維企
業」への積極的な脱皮の努力が強くみられたのであった。　そのことによつで
のみ，繊維問競合が強まりその反面において複合繊維化傾向の強まった30年、
代以降の日本の繊維産業で独占的なこれらの「複合繊維企業」が幽趣，新々
紡という中小紡の綿部門における迫撃をふりきって支配的地位を保持するこ
とが可能とされたのである。
4．　むすびにかえて
　今日における繊維独占企業による産業再編成の動向は，大局的にみるとつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
ぎの四つの流れを基調にしているといわれている。
　その第ユは，綿紡独占企業の中小企業への支配力強化と独占的地位の確保
（32）明野進著「繊維産業のr構造改善』の背景と独占支配の再編成」（・r経済」昭和43
　　年フ月号所収）を参照されたい。
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をめざす生産集中と資本蓄積，そのための合成繊維への転換・その拡張であ
る。第2は，合成繊維部門での独占的利潤の低下をカバーするための生産拡
大と原料の独占・自給化をめぎした石油化学への進出である。そして第3
は，石油化学独占企業による合成繊維独占企業との結合・提携の動きであ
り，第4は，「構造改善法」にそった中小紡・織布のグループ化と中小企業
倒産の激増である。
　この指摘は本稿で行なったかんたんな分析からも基本的に正しいというこ
とができよう。世界繊維産業の最近の状況は後進国繊維産業における綿部門
の著しい発展とその世界市場への進出と，先進国繊維産業における合成繊維
部門の発達をテコとした「構造改善対策」による競争力の強化策の進行とで
あり，この全体的な動向に製品市場競争，資本進出競争の面から日本の繊維
産業も規定される。
　そして日本の繊維産業はまた，．戦後日本経済の高度成長過程の基盤をなす
産業構造の重化学工業化のなかで，その動向が規定されざるをえない。
　このような戦後の日本繊維産業の動向を特徴づけるのがここで考察した複
合繊維化傾向なのであり，そのことをふまえることによって繊維独占企業に
よる以上のような産業再編成の一つの中心的な動向としての，紡織業の「構
造改善対策」の本質的な意図が明確になる。言葉を’かえていうならば，今日
の日本繊維産業における複合繊維化傾向の分析に重点をおいた本稿の限界
は，戦後日本の繊維産業発展史を全面的に考察すべき新らしい機会に克服さ
＝れなければならないということである。
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